様式２７　学校法人役員等の就（退）任届
							　文書番号
						　　　　年　月　日

（宛先）
　埼玉県知事　　　　　　


				　　　○○市○○町○丁目○番○号
				　　　○○学校設置者
				　　　学校法人○○学園
				　　　理事長　○○○○


学校法人役員等の就（退）任届

　このことについて、役員等（理事長・代表業務執行理事・理事・監事・評議員・会計監査人）を変更しましたので、私立学校法施行令第６条第２項の規定に基づき、お届けします。

記
１　就任した役員等
　（１）　氏名
　（２）　住所
　（３）　就任年月日

２　退任した役員等
　（１）　氏名
　（２）　退任年月日

３　添付書類
　（１）　就任した役員等の履歴書及び就任承諾書
（２）　役員等が私立学校法に定める資格に適合する旨の誓約書
　（３）　前役員等の退任に関する届（写し）
　（４）　所定の手続を経たことを証する書類
	（例）
・理事会、評議員会の議事録（写し）
・現行寄附行為


　（５）　学校法人登記事項証明書
　（６）　新旧の役員等名簿


提出部数　１部

※埼玉県所管の準学校法人において登記の有無にかかわらず、（任期満了などによる再任を含め）届出が必要。

※次の法人の代表者変更については、設置者登記事項等変更届（様式31）で提出すること。
①文部科学省又は他都道府県所管の学校法人
②学校法人以外の法人

※令和７年度以降は、役員（理事及び監事）のほかに、評議員、会計監査人の就退任時にも届出が必要。

※代表業務執行理事を置く場合には、学校法人の代表権を有する理事の異動届（様式28）も提出が必要。

※文書番号がない場合は、日付のみ記載すること。


３ 添付書類
(1)
・履歴書：各役員等が学校経営のための知識、経験を有している根拠を履歴書で明確にすること
・就任承諾書：作成例2(2)

(2) 誓約書：作成例2(3)
※各役員等について理事長が知事宛に誓約したものを提出すること。

(3) 任期満了、死亡、解任の場合は添付不要

(4) 理事会、評議員会議事録
 ：作成例9(2)～(4)
現行寄附行為：作成例14

(5) 代表権を持たない役員等の就退任届の場合は添付不要

(6) 作成例2(1)
